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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率】
　経常収支比率の悪化は景気低迷による地方税の減によるところが大きい。
　平成19年度の地方税総額約84億3千万円に対し、平成20年度は約78億9千万円と、5億4千万円もの大幅な減少となっている。その他、
普通交付税は両年度とも不交付となるなど、経常一般財源等の総額が約6億2千万円減少していることが、経常収支比率を押し上げてい
る大きな要因となっている。今後は、『類似団体平均値以下』を目標に人件費の削減、起債事業等の抑制を図る。
（人件費）
　消防業務、ごみ処理業務を単独で行っているため、人件費に係る経常収支比率は類似団体平均値と比較すると高くなっているが、一部
事務組合の人件費分に充てる負担金等を加えた『人件費及び人件費に準ずる費用』の人口1人当たりの歳出決算額は、類似団体平均値
を大きく下回っている。これは以前より継続してきた職員削減の効果と思われるが、今後も「職員削減計画」等に基づき人件費の抑制に努
めていく。
（物件費）
　物件費に係る経常収支比率は類似団体平均値と比較すると高くなっているが、これは消防業務、ごみ処理業務を単独で行っているた
め、需用費の額が類似団体に比べ大きくなっているためと思われる。今後も、行政改革大綱及び同実施計画に基づき物件費の抑制に努
めていく。
（公債費）
　公債費に係る経常収支比率は類似団体平均値と比較すると高くなっているが、これはごみ処理施設の整備に多額の起債をしており、そ
の償還金の額が多大となっているためである。一方、公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金等を加えた『公債費及び公債
費に準ずる費用』の人口1人当たり決算額は、類似団体平均値を下回っており、今後も起債事業の抑制を継続し、公債費の削減に努めて
いく。
（その他）
　類似団体平均値と比較すると、その他に係る経常収支比率は大幅に高くなっているが、これは下水道事業に対する繰出金が多くなって
いるためである。今後は下水道事業の効率化、料金の適正化等を図り、繰出金の抑制に努めていく。

【人件費及び人件費に準ずる費用】
　上記「（人件費）」と同様。
【公債費及び公債費に準ずる費用】
　上記「（公債費）」と同様。
【普通建設事業費】
　普通建設事業の人口1人当たり決算額は類似団体平均値を下回っているが、これは近年の普通交付税削減に伴い普通建設事業費を抑
制してきたためと思われる。今後も財政状況を勘案し普通建設事業費の抑制に努めていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,836,260 60,628 60,148 0.8
賃金（物件費） 151,957 3,248 4,385 ▲ 25.9
一部事務組合負担金（補助費等） 25,406 543 7,506 ▲ 92.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 133 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 128,048 2,737 3,106 ▲ 11.9
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 30,788 658 1,188 ▲ 44.6
▲退職金 ▲ 380,449 ▲ 8,133 ▲ 6,086 33.6
合計 2,792,010 59,683 70,380 ▲ 15.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.80 6.73 0.07
ラスパイレス指数 99.2 96.1 3.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,349,437 28,846 32,176 ▲ 10.3

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 11 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 660,092 14,110 10,000 41.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

128,564 2,748 4,047 ▲ 32.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,507 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 11 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,301,609 ▲ 27,823 ▲ 27,406 1.5

合計 836,484 17,881 20,347 ▲ 12.1
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,553,012 33,027 4.1 45,066 ▲ 5.4 9.5

うち単独分 780,473 16,598 ▲ 27.3 32,800 3.0 ▲ 30.3

1,833,882 39,160 18.6 42,971 ▲ 4.6 23.2

うち単独分 607,012 12,962 ▲ 21.9 27,006 ▲ 17.7 ▲ 4.2

1,643,418 35,194 ▲ 10.1 41,759 ▲ 2.8 ▲ 7.3

うち単独分 408,199 8,742 ▲ 32.6 25,833 ▲ 4.3 ▲ 28.3

1,268,195 27,102 ▲ 23.0 36,358 ▲ 12.9 ▲ 10.1

うち単独分 598,020 12,780 46.2 21,039 ▲ 18.6 64.8

1,616,285 34,550 27.5 35,141 ▲ 3.3 30.8

うち単独分 567,992 12,142 ▲ 5.0 20,483 ▲ 2.6 ▲ 2.4

過去５年間平均 1,582,958 33,807 3.4 40,259 ▲ 5.8 9.2

うち単独分 592,339 12,645 ▲ 8.1 25,432 ▲ 8.0 ▲ 0.1
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